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2  技能実習移行対象職種として認められている農業・漁業・建設業・製造業の企業は 548、226 社（総務
































本稿の構成は以下のとおりである。第 2 章では、主に JITCO 白書の公表データから、外
                                                                                                                                            
2007 年度実績、 「2008 年度版 JITCO 白書」 ） 。 












2.  外国人研修・技能実習制度の概況 
 
  本稿の主眼は、外国人研修・技能実習制度を活用する企業の分析にあるため、制度自体





国際研修協力機構（JITCO）が設立され、JITCO への委託事業という形で 1993 年に技能
実習制度が創設された（濱口 2007）こと―の二点は重要な制度の転換点として述べ置く必
要があるだろう。 
そして「2008 年度版 JITCO 白書」によれば、2007 年には 102、018 人の外国人研修生
が入国し、2006 年に入国した研修生のうち 60、177 人が技能実習生への移行申請を行って
いる。技能実習生は最長 2 年間の在留が認められるため、2005 年に移行申請を行った 51、




に相違があるとはいえ6、制度創設の意図にはじまり約 3 分の 2 の研修生が翌年技能実習生
に移行している現実も踏まえると、両制度は一連の制度とみなして差支えないだろう7。ま





習生を 2 年間行うわけではないことから、実際の在留数はこれよりも少ない。 
6  相違の詳細は、財団法人国際研修協力機構（JITCO）HP http://www.jitco.or.jp/system/seido_soui.html 
を参照されたい。 







  続いて実習生等の受入れ状況をみると、1990 年の法務省告示が転換点となり、従来の研
修制度を担ってきた大企業による企業単独型受入れは全体に占めるシェアのみならず実数
も漸減傾向にある一方、 団体監理型受入れは右肩上がりに実績を伸ばしている （図 1） 。 2007
年では、JITCO の支援を受けて入国した研修生871、762 人のうち 64、807 人（90.3%） 、
技能実習移行申請者では 60、177 人のうち 57、614 人（95.7%）が「団体監理型」である。
この「団体監理型」による受入れは、企業が一次受入機関を介在せずに直接受入れを行う
「企業単独型」と比較して、中小規模の企業に集中している。2007 年実績では、JITCO 支
援の団体監理型研修生のうち 57、229 人（88.3％）が従業員 300 人未満の中小企業で受け
入れられていた（図 2） 。技能実習生に至っては、全技能実習実施企業 17、711 社のうち、
17、062 社（96.3%）が従業員 300 人未満の中小企業である。このように、実習生等を活用
する企業は、団体監理型を活用する中小企業に著しく偏っている9。 
さらに、研修生について、受入形態別に研修職種をみると、ここでも団体監理型と企業
単独型では特徴が異なっている （図 3） 10。 団体監理型受入れの研修生は、 機械 ・ 金属 （34.7%） 、
繊維・被服（23.0%） 、食料品製造（14.6%） 、農業（9.7%） 、建設（9.0%）の職種分野での
受入れが多い。 一方、 企業単独型は、 機械・金属分野 （56.8%） での受入れが突出している。
技能実習生移行申請者11では、 機械 ・ 金属15、 907人 （26.4%） 、 繊維 ・被 服 14、 871人 （24.7%） 、
食料品製造 6、797 人（11.3%） 、農業 4、045 人（6.7%） 、建設 5、275 人（8.8%）となっ
ており、研修生と同様、機械・金属と繊維・被服分野での割合が高い。 
  そして、技能実習生の賃金12は、日本人労働者の平均よりも低いことは言うまでもなく、
                                                  










10  「機械・金属分野」には、JITCO 白書の分類中、 「金属加工作業者」 「電気機械器具組立・修理作業者」
「ゴム・プラスチック製品製造作業者」 「金属溶接・溶断作業者」 「一般機械器具組立・修理作業者」 「金
属材料製造作業者」 「輸送機械組立・修理作業者」 「計量計測機器・光学機械器具組立・修理作業者」 「機
械・電気技術者」が該当する。 「その他」には、 「生活衛生サービス職業従事者」 「接客・給仕職業従事者」
「その他」が該当する。 
11  技能実習移行申請者の受入形態別データは公表されていない。 
12  技能実習生の賃金は、JITCO 白書に「技能実習生へ職種別支給予定賃金（基本給）の状況」として 1
万円間隔の度数分布表で公開されている。ここでは、各階級の階級値と度数（実習生数）を用いて、平
均賃金を導出している。この値は、JITCO が公表している産業計平均賃金とほぼ一致する。 6 
 





























  金属工作機械製造業では、 中国等新興国の追い上げを受けながらも 1982 年以来世界一の
                                                  
13  1990 年に全国中小企業団体中央会が参加組合に対して行ったアンケート調査でも、外国人研修生受入
れの目的を「人手不足の解消」と答えた企業の割合は、他の選択肢（ 「国際協力の遂行」 「海外進出の支
援」等）を引き離して多かった。 （全国中小企業団体中央会（1991） ） 
14  技能実習制度創設当初に、 移行対象職種として認定されていたのは 19 職種 32 作業であったが、 日本人
労働者の確保が困難な業種の団体が行政に働きかけを行った成果であろうか、その数は段階的に増加し、



















はない。日本鋳物工業会（現・日本鋳造協会）が 1996 年に傘下企業 217 社を対象に行った
調査では、高齢者や女性の積極的な活用を目指す姿勢とは対照的に、日系人や研修生につ










できた一部企業だけがどうにか国内で生き残ることができた （村上 2002） 。 国内受注量が減
少し、少ない受注を多数の縫製企業で取り合う過当競争の下で縫製企業は一層の加工賃の
低下を余儀なくされ15、提示された加工賃でやむを得ず仕事を請け負うという状況にある





（日本アパレルソーイング工業組合連合会 1997） 。 
  そして、アパレルソーイング工業組合連合会が 1997 年に傘下企業 1、505 社を対象に行




















細企業は、協同組合等のオルガナイザーに依存して導入を進めていった（加瀬 2005） 。 








                                                  









【農  業】 
  農業分野での研修生の受入れは、2000 年の技能実習移行対象職種への認定を機に増加傾
向にある。全研修生に占めるシェアは 1997 年の 1.7%から、2007 年には 8.5%となったほ














  JITCO の内部組織である企業部建設班が行った調査では、下請け段階でコストを削減の
ための実習生等受入需要が強い一方で、ゼネコンをトップとする日本の建設業の階層構造
の中では、完成建造物をゼネコンが売却する際に対顧客との関係で現場に外国人が入った










                                                  
18  JITCO は産業別・規模別の実習生等の受入人数は公開していないが、 5 節でみる実習生等活用企業のう
ち、建設業の企業規模は最も小規模で（表 1 の b.c.） 、大規模企業での活用の消極性が裏付けられる。 10 
 
 






























さらに Weiss（1980） は、 求人賃金は個々の労働者の生産性に応じて決まるのではなく、
属性や能力で区分したグループごとに決定されるという仮定を置く19。企業は、観察可能な








































































第 2 章でみたように、 実習生等は本国である程度の訓練を受けた労働者にもかかわらず、
日本での賃金は最低賃金の水準に固定されている。よって、彼らの賃金は同様の職種で同
程度の経験を有する日本人労働者よりも明らかに低く、企業はその差を余剰として享受で
                                                  














企業という 2 つのタイプに類型化される。 
 
 
5.  実証分析 
 
前章では、生産性の高い企業のオファー賃金は地域や産業の平均よりも高く、低生産性



































受入れ団体名、 産業分野、 実習生等の国籍である。 そして、 ハローワーク求人情報28からは、
受入れ企業所在地、求人賃金（下限・上限） 、総従業員数、事業所従業員数、うち女性従業
員数、雇用形態を得た。求人賃金は、技能実習生の賃金や非活用企業労働者の賃金との比
較のため、経験・年齢不問の求人に限って採用し、1 企業 1 サンプルとして推定に用いる。  







                                                  
25  利用可能な公刊データは存在しない。ゆえに、これまで企業レベルの分析は、事例調査かアンケート調
査によるしかなかった。 







28  ハローワークの求人情報は、2005 年以前では賃金が明記されていない場合が多く、採録した賃金情報













































ある程度クリアできる。 『平成 13 年版労働経済の分析』 （厚生労働省）では、公共職業安定




分類）第 2 表「年齢階級、勤続年数階級別所定内給与額」中の「企業規模 100-999 人、勤






5.2  生産性に基づく分類とオファー賃金の差の検定 
 













32  実習生等活用企業の産業分類に合わせて、産業平均給与額を以下のように求めた。 「機械・金属分野製
造業」の平均賃金は、 「鉄鋼業（F23） 」 「非鉄金属製造業（F24)」 「金属製品製造業（F25)」 「一般機械器
具製造業（F26)」 「電機機械器具製造業（F27)」 「情報通信機械器具製造業（F28)」 「電子部品・デバイス
製造業（F29)」 「輸送用機械器具製造業（F30)」 「精密機械器具製造業（F31)」の平均賃金を各産業の労
働者数（19 歳以下）で加重平均して算出した。 「その他製造業」の平均賃金も同様に、 「木材・木製品製
造業（家具を除く） （F13)」 「家具・装備品製造業（F14)」「印刷・同関連業（F16)」 「プラスチック製品製
造業（F19)」 「ゴム製品製造業（F20)」の平均賃金を各産業の労働者数（19 歳以下）の加重平均である。  

































う結果は、表 3 の結果とも整合的である。 
次に、活用企業と非活用企業の分布について等分散が仮定できない場合を想定し、Welch
の検定を行う。student の t 検定とまったく同様の結果であり結果表は割愛するが、食料品
製造業、機械・金属分野製造業、その他製造業では 1%の水準で、繊維・衣服製造業と建設
業では 10%の水準で有意性が確認された。 















場合とおおむね同様の結果となった34（表 6） 。 

















産業平均以上のオファー賃金を提示していた高生産性企業に 1 を、その他の企業には 0 を
割り振ってダミー変数とし、プロビット分析を行う。そして、ハローワーク求人情報から
得られた企業・事業所規模、女性従業員割合、受入れ形態などのうち、いかなる要素が企
業の生産性の差を規定しているのかを考える。 このとき、 実習生等の国籍、 産業 （中分類） 、
企業が立地する都道府県、雇用形態（求人が正社員か否か）をコントロール変数として用
いる。 





                                                  





























（甲・乙）37（2007 年）である。同調査は、約 25 万の全国の事業所を調査対象とする悉皆
調査38で、全国の工業の実態を明らかにするという目的のもと、従業者数、現金給与総額、
製造品出荷額、納付税額、輸出額などが調査される。 
                                                  
35  従業員総数と事業所従業員数との間には、強い正の相関が確認されたため、両変数を同時に入れること
はしていない。 一方、 団体監理型ダミーと従業員総数・事業所従業員数はともに-0.3 程度の負の相関で、
(4)(5)では両変数を入れて推定を行っている。 
36  調査結果の利用については、 経済産業省経済産業政策局へ利用承認申請を行い、 個票利用の許可を得た。  
37  従業者が 30 人以下の事業所は「甲調査」 、同 29 人以下の事業所は「乙調査」に回答する。 






















一方、 「高原材料比率」企業は、概ね 50%を超え、食料品製造業とその他製造業では、約 7
割の実習生受入れ企業で、産業平均よりも原材料比率が高いことがわかった。低賃金労働
力として実習生等を活用した結果、企業の人件費負担が軽減されたのか、原材料比率が高
                                                  
39  工業統計調査は事業所調査であるため、事業所名、所在地、資本金額を手掛かりに、企業データとし
て編集した。実習生等の受け入れが判明した企業は約 800 社だったが、製造業以外の受入れ企業（建設
業、クリーニング業など）約 90 社と、工業統計調査未回答企業 45 社が脱落サンプルとなり、最終的に
使用したサンプルは 665。 
40  労働生産性は、付加価値額／（就業者数×労働時間）で導出している。 「付加価値額」は、 （製造品出荷
額＋加工賃収入額＋その他収入額）－原材料・電力等使用額、として計算した。年間労働時間について
は、毎月勤労統計調査（平成 19 年分結果確報）の製造業総実労働時間を用いて計算した。一般労働者と
派遣労働者の年間労働時間は、173.9 時間×12（か月） 、パートタイム労働者については、119.0 時間×






て西暦末尾 0、5 年しか調査されない。よって、2007 年調査結果からは、小規模企業の全要素生産性を
導出することができず、本稿では、企業の生産性の指標として労働生産性を用いた。因みに、665 サン
プル中 285 サンプル（42.9%）が調査票（乙）に回答している。 

























性従業員比率と生産性の関係についても、第 3 節の結果と矛盾のない結果が得られた。 
 












































                                                  
42  Barber and Bretz (2000)は、職業選択の際に人々が考慮する要素の中で、給与が最も重要だとする。 
43  これは日本の外国人労働者全体を対象に分析した中村ほか（2009）の結論とも整合的である。 23 
 
「ゾンビ企業」 の単なる延命策としての需要であるのかは、 更に慎重な分析が必要となる。 
また、個々の企業をみると、産業により差があるとはいえ、非活用企業の平均賃金以上
















6.  おわりに 
 

















































































                                                  
44  http://www.jil.go.jp/kokunai/mm/doukou/20090206.htm。こうした事態を受けて、JITCO も、第 2 次
受入れ機関が倒産して第 1 次受入れ機関が帰国旅費を支払うことが資金調達上困難な場合に、実習生等
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a. 資本金（万円）
標本サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
繊維・衣服関係 57 14,868 62,641 450 465,504
食料品製造業 51 40,919 139,352 300 860,000
機械・金属関係 191 641,394 3,904,856 169 39,700,000
その他製造業 60 97,786 582,408 500 4,500,000
建設関係 25 31,252 95,416 1,000 460,000
サービス業 92 ,525,127 7,561,828 1,000 22,690,000
計 393 393,932 2,967,358 169 39,700,000
b. 総従業員（人）
標本サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
繊維・衣服関係 98 107.2 159.2 4 975
食料品製造業 82 627.8 3241.4 9 28104
機械・金属関係 233 916.5 5092.3 7 69478
その他製造業 78 255.3 711.1 6 5555
建設関係 38 99.2 150.3 4 619
サービス業 14 916.6 1485.4 42 5734
計 543 574.7 3595.1 4 69478
c. 事業所従業員（人）
標本サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
繊維・衣服関係 97 59.9 56.0 3 284
食料品製造業 79 75.8 97.6 8 543
機械・金属関係 221 191.4 323.0 4 2583
その他製造業 76 70.8 80.7 6 520
建設関係 36 43.5 43.1 4 185
サービス業 13 83.2 44.7 42 180
計 522 119.0 226.0 3 2583
d. 事業所女性従業員比率（％）
標本サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
繊維・衣服関係 96 59.5 29.2 6.57 100.00
食料品製造業 77 50.9 27.9 0.78 89.26
機械・金属関係 217 22.7 19.1 0.24 90.00
その他製造業 75 23.7 20.2 0.29 88.24
建設関係 33 13.0 10.4 2.02 50.00
サービス業 13 23.8 23.8 1.94 59.52
計 511 33.4 27.8 0.24 100.00
e. 求人賃金（円）
標本サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
繊維・衣服関係 98 131,936 16,953 106,778 180,000
食料品製造業 83 136,036 18,116 100,000 192,800
機械・金属関係 235 161,954 20,270 112,976 230,000
その他 80 160,997 20,308 123,200 250,000
建設関係 40 187,406 28,662 125,850 250,000
サービス業 15 151,581 25,276 122,080 205,000












標本サイズ 551 98 83 235 80 40 15
受入形態　 団体監理型 458 81 76 190 66 35 10
(83.12) (82.65) (91.57) (80.85) (82.50) (87.50) (66.67)
企業単独型 67 10 5 38 8 1 5
(12.16) (10.20) (6.02) (16.17) (10.00) (2.50) (33.33)
不明 2 6 72764-
(4.72) (7.14) (2.41) (2.98) (7.50) (10.00) -
　団体監理型うち 協同組合 372 70 66 150 51 29 6
(81.22) (86.42) (86.84) (78.95) (77.27) (82.86) (60.00)
その他 86 11 10 40 4 6 4
(18.78) (13.58) (13.16) (21.05) (22.73) (17.14) (40.00)
国籍 中国 414 90 82 151 55 22 14
(75.14) (91.84) (98.80) (64.26) (68.75) (55.00) (93.33)
フィリピン 4 41 -2 391 01
(7.99) (1.02) - (9.79) (11.25) (25.00) (6.67)
インドネシア 40 2 - 27 8 3 -
(7.26) (2.04) - (11.49) (10.00) (7.50) -
ベトナム 35 4 1 20 6 4 -
(6.35) (4.08) (1.20) (8.51) (7.50) (10.00) -
タイ 91-62--
(1.63) (1.02) - (2.55) (2.50) - -
マレーシア 5--5---
( 0 . 9 1 ) -- ( 2 . 1 3 ) ---
その他 4--3-1-











繊維・衣服関係 98 39 39.8%
食料品製造業 83 10 12.0%
機械・金属関係 235 78 33.2%
その他製造業 80 29 36.3%
建設関係  40 23 57.5%
計  536 179 33.4%
表 3  求人賃金が産業・地域平均賃金を超える
実習生等活用企業の割合30 
 
活用企業 11.93 11.78 11.81 11.99 11.98 12.13
(0.007) (0.013) (0.014) (0.008) (0.014) (0.024)
非活用企業 11.98 11.81 11.95 12.04 12.03 12.08
(0.004) (0.005) (0.005) (0.002) (0.004) (0.006)
差 -0.05 *** -0.03 * -0.14 *** -0.05 *** -0.05 *** 0.05 *
（t値） (-6.47) (-1.96) (-8.92) (-6.33) (-3.69) (1.87)
活用企業 11.94 11.78 11.80 11.99 11.98 12.13
非活用企業 12.02 11.82 11.97 12.04 12.04 12.09
差 -0.08 *** -0.04 * -0.17 *** -0.05 *** -0.06 *** 0.04 *
(Z値) (-6.63) (-1.92) (-7.77) (-5.81) (-3.98) (1.65)
活用企業 11.96 11.79 11.87 12.01 12.00 12.14
(0.008) (0.015) (0.025) (0.009) (0.014) (0.026)
非活用企業 11.99 11.80 11.95 12.04 12.03 12.08
(0.005) (0.005) (0.009) (0.003) (0.004) (0.007)
差 -0.03 ** -0.01 -0.08 *** -0.03 *** -0.03 ** 0.06 *


























　注： 賃金は対数平均値，（）内は標準誤差  31 
 
活用企業 11.92 11.78 11.87 12.01 12.00 12.14
(0.008) (0.013) (0.025) (0.009) (0.014) (0.026)
非活用企業 11.98 11.81 11.95 12.04 12.03 12.08
(0.005) (0.005) (0.009) (0.003) (0.004) (0.007)
差 -0.06 *** -0.03 ** -0.08 *** -0.03 *** -0.03 *** 0.06 *
(t値) (-7.00) (-2.22) (-8.61) (-7.10) (-4.23) (1.93)
活用企業 12.00 11.89 11.86 12.04 12.05
(0.017) (0.038) (0.061) (0.020) (0.034)
非活用企業 12.01 11.83 11.95 12.05 12.03
(0.011) (0.012) (0.017) (0.008) (0.012)
差 -0.01 0.06 -0.09 -0.01 0.02
(t値) (-0.17) (1.38) (-1.43) (-0.41) (0.62)
活用企業 11.92 11.78 11.81 11.97 12.00 12.13
(0.009) (0.016) (0.016) (0.010) (0.018) (0.030)
非活用企業 11.98 11.80 11.94 12.04 12.03 12.08
(0.005) (0.006) (0.006) (0.003) (0.005) (0.006)
差 -0.06 *** -0.02 * -0.13 *** -0.07 *** -0.03 *** 0.05
(t値) (-6.18) (-1.74) (-7.82) (-6.35) (-3.54) (1.53)
建設業
(n=29)









(n=190) (n=66) (n=81) (n=35)
　注： 賃金は対数平均値，（）内は標準誤差
その他製造業 建設業












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































食料品製造業 129 0.46 0.19 0.60 0.42 0.19 0.69
(0.56) (0.16) (0.25)
繊維製品製造業 169 0.25 0.37 0.37 0.37 0.35 0.49
(0.21) (0.19) (0.25)
機械・金属製造業 288 0.55 0.24 0.50 0.49 0.17 0.65
(0.47) (0.17) (0.24)
その他製造業 79 0.51 0.21 0.55 0.61 0.15 0.70
(0.33) (0.12) (0.17)












































































































繊維・ 衣服 食料品製造 サービス業 その他 機械・ 金属 建設
産業別求人賃金の比較
 
 
 